
泉北ニュータウンにおける 

すまいるセンターでの取組  

ＮＰＯ法人すまいるセンター  
代表理事 西上孔雄  

 

１．泉北ほっとけないネットワーク 

２．高倉台みんなのマーケット 

３．泉北リノベーション協議会 

 



１、泉北ほっとけないネットワーク 

新近隣住区論  

泉北ニュータウン 
槇塚台校区における 

エイジング・イン・プレイス 
地域の福祉コンバージョン 

 



槇塚台地区 
泉北ニュータウンでも高齢化率・空き家率が高い地区  

・人口減少率/年：約2％  （南区平均約1％） ※H24年9月のDATA 

・高齢化率    ：約32％ （南区平均約25％） 

・空き家率（戸建て住宅） ：約5％ 

・空き室率（公的賃貸住宅）：約20％（南区平均約10％）   

○このままでは、住んでいる人が減っていき、空き家もどんどん増  
えて、ゴーストタウンに、、、【課題】 

○同じ泉北ニュータウン内でも駅前と駅から遠い地域では課題が違
う、、、【課題】 

○近隣センターの衰退化、買い物難民の問題、交通弱者にとって住
みにくい街に、、、 【課題】 

 

これは、ほっとけない！！ 



ニュータウンが古くなっている 

近隣住区論が成り立っていな

い。車に乗れない高齢者に

とって住みにくい街に・・・ 

↓ 

新たな近隣住区論が必要！ 



住民ニーズアンケート 
H２３年６月実施 有効回答数1、780件 

 

６９．６％が住み続けたいと思っている。 



生活を支えるサービスが 
   近隣住区内で受けられるように 

交通弱者に
とっての 

半径５００m 
の徒歩圏内 

新近隣住区論 



泉北ニュータウンの再生モデルとして 

近隣センター 

配食 見守り支援 

買い物支援 

泉北ほっとけないネットワーク 

空き家・空き店舗再活用 地域雇用創出 

見守り 

よろず代行 



A：府営住宅改修事業 その１ 

28号棟【401号室】 
ゆおり 

28号棟【403号室】 
きみち 



A:府営住宅改修事業 その２ 

28号棟【405号室】 
つつじ 

28号棟【404号室】 
やどりぎ 

新建築 88巻2号より引用 



B：空き店舗改修事業 
 ～コミュニティレストランの整備～ 

■レストランの担い手 

 主婦や退職高齢者等（地域の人材活用） 

■レストランの利用方法 

 地域に住む方などへ食事の提供 

 配食サービスの事業所 

 地域拠点としてイベント等に利用 

 地場農産物の販売拠点 



B：空き店舗改修事業 



Ｃ：戸建て空き家改修事業 異世代住居のシェアハウス 



Ｃ：戸建て空き家改修事業 



さまざまな取組みを行なって 

「ほっとけない」人たちをつないでいます 

■食・安心 

安全・見守りシステムの開発 

配食＆地域の見守り事業の開催 

地場農産物の販売や活用 

食と運動講座の実施 

ネット注文システムの試行 

■健康 

ＰＴによる運動リハビリ体操の啓発 

健康相談会の実施 

散歩プロジェクトによる地域の散歩マップの作成 

■情報発信、など 

ハロウィンイベントなど、地域祭の開催 

泉北スタイル冊子の発行 

地域交流スペースの提供 

地域の意識調査や住に関する実態調査 

iーpad講習会         などなど 



地域コミュニティの拠点によって 
 さまざまな可能性を秘めています 

近隣センターの再生 

多世代による配食サービス 

独居高齢者の見守り活動 

各校区単位での小地域ネットワークの構築 

コミュニティーサービスの拠点として 

見守り 
多世代交流 



民学産官の連携団体  

【事業主体】 

  ＮＰＯ法人 すまいるセンター 

【槇塚台地区】  

  槇塚台校区自治連合会、ＮＰＯ法人槇塚台助け合いネットワーク、 

【福祉施設・ＮＰＯ法人等】 

  社会福祉法人美木多園、株式会社愛のケア工房はるか 

  ＮＰＯ法人ＡＳＵの会、陽樹の郷 

【大学】 

  大阪市立大学、大阪府立大学、大阪物療大学、帝塚山学院大学、 

  プール学院大学 

【行政】 

  堺市 ニュータウン地域再生室、高齢化施策推進課 

  大阪府 住宅まちづくり部            ほか 



地域を支える「ほっとけない」 
 人達の輪が、集まってきています 



２、高倉台みんなのマーケット 
プロジェクト 

（たかくら福祉共生ステーション事業） 

閉店されたスーパーを 
地域の拠点として 
再生するモデル事業 

堺市公募提案型協働推進事業 



事業に至るまでの経緯 

○近隣センター内の（小学校校区の商店街） 

 スーパーが撤退 → 買い物難民の増加 

○転売後有料老人ホームを建設・地元の要望で 

 ミニスーパーを１Ｆに併設するも 

○小売だけでは成り立たず３年で閉店 

 → 再度 買い物難民の増加 

 



事業概要 

一時休止中のミニスーパー店舗（以降
“みんなのマーケット”と表記）を活用
し、総合的な福祉サービス拠点となりえ
る地域ぐるみのマーケットプロジェクト
を展開 

①高齢者の見守り及び配食サービス  
②買い物弱者の支援として日用品の配達 
③サロン機能を持った 
   コミュニティレストランの開設 
④ミニコンビニによる物販 
⑤就労支援の場の開設 



関係者とのネットワーク イメージ 

月1回程度の運営会議の開催 
（将来、地域包括ケア会議になりうる場をイメージ） 

堺市市場連合会 

すまいるセンター 

高倉台校区福祉委員会 

ライフサポート協会 

堺市社会福祉協議会 堺市 地域包括支援センター 

運営主体 

協力者 

協働事業者 



スーパーの復活 → コミュニティの拠点へ 

中学校ブラスバンド 

運営会議 

高倉よさこい 

野菜の朝一 鮮魚の朝一 

夏祭り 



コミュニティサロン 

月末の土曜日に開催 縁日・ステージなど 
 Ｈ28年度 開催予定 
 ３／２６（土）10時～15時 
 ５／２８（土）10時～15時 
 ７／３０（土）10時～15時 
 ９／２４（土）10時～15時 
 11/26（土）10時～15時 
 

コケ玉づくり 

高倉台マルシェ 

寄せ植え 味噌づくり 

＋商店街＋自治会＋市民活動団体 



協働で事業を実施することによる効果 

 様々な主体がそれぞれの得意分野を発揮してお

互い補完しあうことにより、それぞれだけでは

出来ない地域の様々な課題解決のモデルを作る

ことができると考えている。 

  （例）地域での雇用創出 

     地域包括ケアシステム 

     近隣センター再生 

     地域の多世代の交流拠点 

障がい者が地域課題の担い手に成り得る 

 



泉北ニュータウンの再生モデルとして 

見守り 



３、泉北ニュータウン住宅 
リノベーション協議会 

戸建て空き家の利活用 

優良ストック住宅の活用 

子育て世帯の誘致 

堺市ニュータウン再生室 



■組織概要 

27 

 設立日： 平成27年4月14日 

 目 的： 

 緑豊かな住環境を有する泉北ニュータウンで、NPOや 

 大阪市立大学、建築家、不動産事業者などが堺市と協力して、 

 リノベーションによる中古住宅等の流通促進 や、 

 こだわりある魅力的な暮らし「泉北スタイル」の普及 により、 

 若年層等の定住者増加を進めていくことを目的とします。 

 

 

 

 

 



■理事等一覧 
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役職 専門分野 氏名 所属・役職等 

理事 

会長 大学 建築・福祉 森 一彦 
大阪市立大学大学院 生活科学研究科居住環境学コース  

教授 

  大学 
建築・ 

居住環境 小池 志保子 
大阪市立大学大学院 生活科学研究科居住環境学コース 

准教授 

  大学 建築設計 松本 尚子 
大阪市立大学大学院 生活科学研究科居住環境学コース 

非常勤講師 

  大学 建築設計 白須 寛規 
大阪市立大学大学院 生活科学研究科居住環境学コース 

非常勤講師 

  ＮＰＯ まちづくり 西上 孔雄 NPO法人すまいるセンター 代表理事 

会計監査 民間 建築設計 木村 吉成 木村松本建築設計事務所 

  民間 建設 土山 光則 泉北エンタープライズ株式会社 代表取締役 

  民間 建築設計 西 恭利  西紋一級建築士事務所 代表 

事務局 
事務局長 民間 まちづくり 吉野 国夫 (株)ダン計画研究所 代表取締役社長 

  民間 まちづくり 上岡 文子 (株)ダン計画研究所 研究主任 

オブザー
バー 

  行政 ＮＴ再生  堺市 建築都市局 ニュータウン再生室  

顧問    大学 
都市計画 
ﾗﾝﾄﾞｽｹｰﾌﾟ 増田 昇 大阪府立大学大学院 生命環境科学研究科 教授 

連携 
パートナー 

民間 不動産  大阪府不動産コンサルティング協会  
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泉北ニュータウンの年齢5歳別転出入（H18～22計） 

（住民基本台帳人口、外国人登録人口より作成） 
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南区 
堺区 
中区 
東区 
西区 
北区 
美原区 

転出入の差の区別比較（年齢別比率、H18～H22計） 

（住民基本台帳人口、外国人登録人口より作成） 
（H18～22の年齢別転出入人口計／H18.3月末の年齢別人口 ） 

親世帯からの世帯分離による20，30歳代の若年層の地区外転出が顕著 

◆若年層が転出が著しい 

Ⅱ. 活動の背景 



Ⅲ．活動紹介①空き家調査(晴美台地区) 
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生活感の確認や近隣の情報等から空き家とみられる住宅は約60戸、
空き家率は約6％。 

 
空き家のうち、防災、衛生、景観等の地域住民の生活環境に深刻な
影響を及ぼすとみられる「特定空家等」に該当する住宅もあった。 

泉北ニュータウンにおける空家の実態を把握するため、晴美台地区
をモデルに実施。 
 (平成27年6月27日実施 / 実施主体：堺市・協議会) 
 
晴美台校区自治会から、事前に空き家に関するアンケート調査を行
いそれを踏まえ、現地踏査により空き家となっている戸建住宅等を確
認し記録を行った。 

 
空き家と確認された住宅には、今後の意向等についてのアンケート
票をポスティングと後日送付も行った。 



Ⅲ．活動紹介②(住宅所有者の相談・対応) 
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●空き家所有者との面談、今後の活用についての聞き取り等
（＊随時） 
 
●住宅の管理・活用についての普及・啓発活動 
 ①子育て世代応援制度説明会・個別相談会(平成27年9月15日(火))  
 
 ②泉北ニュータウン住まいの安心セミナーと空き家の個別相談会 
  (本日)                         など 

  



Ⅲ．活動紹介③(中古住宅の流通に向けた取組) 
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●泉北ニュータウンの既存戸建住宅を活かしたリノベーションに
よる新たな住まいの検討・提案 
 
 
 
 
 
 
 
●モデル物件での試験的な 
 マッチング(買手探し等) 
                       

  

既存戸建住宅 

デザイン 
性能（耐震等） 
ライフスタイル 

コスト等 
総合的な提案 

建築・不動産・まちづくり
の専門家・事業者、学識
者による協働 

PRチラシ 


